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１．後期基本計画策定の主旨 

本町では、令和３年度から令和 12年度までの 10年間を計画期間とする「第５次播磨町総合計画」を

策定し、基本構想において「いいとこいっぱい！笑顔いっぱい！みんなでつくる ふるさと はりま」を

まちの将来像として掲げ、これを実現するためにまちづくりの各分野の方向性を示した前期基本計画に

基づき、施策を推進してきました。 

現在の社会情勢に目を向けると、少子高齢化や東京一極集中が続くなか、人手不足の顕在化、社会保

障費用の増大、公共施設等の更新、南海トラフをはじめとした自然災害への対応など、対応すべき課題

が依然として存在しています。一方で、新型コロナウイルス感染症の影響拡大を機としたＩＣＴ技術の

浸透、令和４年頃からの生成ＡＩの急速な普及など、私たちの生活が新しいステージに移行していく兆

しも見られます。 

この度、「第５次播磨町総合計画」が令和７年度で計画期間の中間年を迎えることにより、上記のよう

な新しい社会の流れを踏まえつつ、本町における今後の総合的かつ計画的な行政運営の指針として、住

民の参画を得て、魅力ある協働によるまちづくりと、その実現に必要な政策・施策を見直して新たにま

とめるべく、令和８年度からの後期基本計画を策定します。 

 

２．計画の構成と期間 

総合計画は、「基本構想」「基本計画」「戦略プロジェクト」「実施計画」で構成されています。 
 

基本構想 

基本構想は、播磨町が目指す将来像や、まちづくりの基本政策を設定し、これら

を達成するためのまちづくりの方向性を示しています。基本構想の計画期間は

令和３年度から令和 12年度までの 10年間です。 

基本計画 

基本計画は、基本構想に掲げる目標等を実現するための施策を示したものです。

計画期間は基本構想と同じ 10 年間ですが、令和８年度から令和 12 年度を後期

とし、社会情勢等の変化に対応できるよう施策の見直しを行います。 

戦略プロジェクト 

（総合戦略） 

戦略プロジェクト（総合戦略）は、地方創生の考えを踏まえ、人口減少対策や地

域経済活性化等に特化した取組をまとめたものであり、基本計画の一部として

位置付けられます。 

実施計画 実施計画は、基本計画に示す施策の具体的な事業を明らかにするものです。 

 

▼第５次総合計画の期間  

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

基本構想           

基本計画           

総合戦略           

  

基本構想（10年間） 

前期基本計画（５年間） 後期基本計画（５年間） 

第２期戦略（５年間） 第３期戦略（５年間） 
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３．後期基本計画の策定作業について 

後期基本計画の策定においては、主に各まちづくり分野の「ビジョン」「現状の問題・課題」「基本

目標」等を、前期計画に基づく取り組みの進捗状況や社会の動向、住民ニーズ等を踏まえて更新しま

す。 

▼第５次総合計画の構成 

 

 

  

基本構想部分（10 年間で継続） 基本計画部分 

現状の問

題・課題、

目標など 

見直し箇所 
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▼まちづくり分野の構成と更新の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ビジョン 

まちづくり分野の目指すべきビジョン（将来像）と

施策展開の方向性について示しています。また、

“現状の問題・課題”について整理しています。 

更新の方針 

近年の社会動向や播磨町が直面する課題を踏ま

え、内容を更新します。 

基本目標 

ビジョンを実現するための目標とその達成に向け

た方向性を示しています。SDGｓと総合戦略に関連

する目標はアイコンで表示しています。 

更新の方針 

更新したビジョンに対応した内容になるよう見直

します。 

分野における住民満足度 

今後の取組を通じて住民満足度を向上

させることを目的に、アンケート結果に

基づく満足度を示しています。 

更新の方針 

指標の見直しについて検討します。 

関連計画 

まちづくり分野に関連する主な個別計

画を示しています。 

更新の方針 

前期基本計画期間中に策定された計画

を新たに追加します。 
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４．策定体制 

体制については、審議機関、庁内体制、住民参画により策定していきます。 

 

（１）審議機関 

学識経験者、関係機関及び団体の代表、住民公募等で構成する長期総合計画審議会を設置し、町長

からの諮問に応じ、審議を行います。 

 

（２）庁内体制 

各部局間の調整と原案の作成などを行います。 

① 総合計画策定委員会（副町長を長として企画総務部長及び課長級職員で組織） 

② 庁議 

 

（３）住民参画 

住民の意見を反映させるため、毎年実施する住民意識調査の分析及びワークショップ・パブリック

コメントを実施することで、計画全般にわたり住民の意見を聴取し、計画に反映します。 

 

（４）事務局 

企画課に設置し、各種調整等を行います。また、計画作成に必要な支援及び検討計画策定作業の円

滑化を図るため、策定に係る一部を業者委託します。 
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5月

R6

12月

R7

1月

2月

3月

4月

12月

1月

2月

3月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

５．策定スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然条件・社会経

済動向・統計書等

の整理/関連・事業

計画の整理 

 

住民意識調査結果

分析 

第１回審議会 

総合計画・総合戦略の完成  
 

第２回審議会 

第３回審議会 

第４回審議会 

原案確定・町議会に上程  

パブリックコメントの実施  

基礎調査 評価検証 

トップインタビュー ワークショップ 

人口ビジョン見直し 

後期基本計画作成 

総合戦略見直し 

最終調整 

冊子編集 

第１回策定委員会 

第２回策定委員会 

第３回策定委員会 

第４回策定委員会 

庁内関係課へ調査

票配布 

回収後、とりまと

め及び各課調整 

報告書作成 

人口構造・人口動

態の分析 

町内の人口増加可

能性について調査

分析 

将来人口の推計 

将来のまちづくり

に関する意向をヒ

アリング 

将来のまちのあり

方の希望について

検討 

施策体系の整理 

新規方向性・施策

の追加 

計画案の作成 

構成の見直し 

新規事業の追加 

KPI・数値目標の検

討 

戦略案の作成 

パブコメ意見反映 

校正作業 

計画書本編・概要

版のデザイン編集 

会議開催 策定作業 

・基礎調査、人口動向の

報告 

・評価検証結果の報告 

・計画の承認 

・基本計画案、総合戦略

の検討 

・基本計画素案の検討 

庁議 

庁議 

庁議 

庁議 


